














































In order to reduce the failure risk of distribution power equipment, new on-site 
degradation diagnostic technique for cast resin insulators has been developed. The 
cast resin insulators have a risk of failure due to thermal degradation, partial 
discharge degradation and pollution degradation, but it was difficult to diagnose 
the degradation progress degree in the installed state. In the thermal degradation 
diagnosis, the cause of thermal degradation is the oxidation degradation of the 
resin surface layer and a non-destructive diagnosis method of thermal degradation 
degree using light reflectance measuring device has been developed. In the partial 
discharge degradation diagnosis, the current waveform accompanying the partial 
discharge becomes an attenuated cosine waveform having unique frequency and decay 
times of damped oscillation and digital signal processing method to distinguish 
the partial discharge signal from the disturbance noise signal has been developed.   
In the pollution degradation diagnosis, partial discharge voltage of pollution 
surface decreases with increase in pollution degree and humidity and apparatus for 
on-site measuring surface resistance under high humidity and method of estimating 
partial discharge voltage from surface resistance has been developed. As a result 
of this research, it has become possible to periodically monitor the degradation 
progress degree of aged cast resin insulators and facility users can optimize the 
target and timing of risk reduction plans such as facility renewal and maintenance 
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図 1-2 に示す。 
 
 



































ずは、熱劣化フローを図 1-3 に示す。 
 





















次に、上記熱劣化フローに対応して、実用化されている熱劣化度評価技術を図 1-4 に示す。 
 
















する。まずは、部分放電劣化フローを図 1-5 に示す。 
















次に、上記部分放電劣化フローに対応して、実用化されている評価技術を図 1-6 に示す。 
 





ーダンス方式[1-23]、2 つ目は接地線に高周波 CT を取り付ける接地線 CT 方式[1-24]、3 つ目は高圧








気 or 電磁波 or 超音波）によって検出値が異なり、センシング手法固有の部分放電レベルを
評価している。工場試験で用いる部分放電レベルは、部分放電電荷量という電気量を用いており、
同様の評価基準を用いるのであればセンシング手法も電気的手法を用いる必要がある。部分放








する。まずは、汚損劣化フローを図 1-7 に示す。 
 



















次に、上記汚損劣化フローに対応して、実用化されている評価技術を図 1-8 に示す。 
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経験則も用いられている。また IEC の熱的耐久性の指標では、アレニウスプロットにより 20,000
時間使用可能な温度を耐熱温度としている。 
上記のアレニウス則と IEC の耐熱指標に基づいて、熱加速方法では劣化温度を耐熱温度より






料に分類される。IEC 規格で寿命を判定する特性値は絶縁破壊電圧, 曲げ強度, 質量減少量の三
項目であり、いずれか一つでも基準値を下回れば材料寿命と判定する[2-4]。寿命判定基準は、絶















試験試料を製作して、B 種許容温度の 130℃よりも高く、かつクラックが生じない温度の 150℃
～180℃で熱加速劣化させた。熱劣化は恒温槽内で実施し、雰囲気ガスは空気とした。この熱劣
化試料外観を図 2-1 に示す。 
 
 














変化を図 2-2 に示す。 
 
図 2-2 熱劣化に伴う絶縁破壊電圧の変化 
図 2-2 より、最も熱劣化させた条件でも絶縁破壊電圧は約 90％残存しており、今回の劣化条
件では試料は寿命基準に達していない。雰囲気温度 180℃における劣化時間と絶縁破壊電圧下限
値の関係を直線近似すると、式(2.2)となる。 
  絶縁破壊電圧[％] ＝ -0.01× 劣化時間[hour] ＋ 100    (2.2) 




曲げ強度の測定は、JIS K7171 に準拠した 3点曲げ試験で測定した。試料形状は縦 60～70mm





図 2-3 熱劣化に伴う曲げ強度の変化 
図 2-3 より、最も熱劣化させた条件でも曲げ強度は約 75％残存しており、今回の劣化条件で
は試料は寿命基準に達していない。雰囲気時間 180℃における劣化時間と曲げ強度の関係を直線
近似すると、式（2.3）となる。 
  曲げ強度[％] ＝ -0.25× 劣化時間[hour] ＋ 100    (2.3) 






化を図 2-4 に示す。 
 
図 2-4 熱劣化に伴う質量減少量の変化 














220℃で熱劣化させて、質量減少量と曲げ強度を測定した。その試験結果を図 2-5 に示す。 
 
図 2-5 熱劣化による質量減少量と曲げ強度の変化（窒素パージ下） 
図 2-5 より、窒素パージ下 220℃で 1,000 時間熱劣化させた試料は、質量減少が約 0.25％で
















検知器が MCT（Hg-Cd-Te）、パージが窒素ガス、分解能が 4cm-1、積算回数が 256 回、ATR 結晶が
Ge、入射角が 45°、とした。この分析手法を用いて、寿命状態の試験試料における樹脂内層部
の FTIR-ATR スペクトルを測定した結果を図 2-6 に示す。 
 
図 2-6 熱劣化樹脂内層部の FTIR-ATR スペクトル 
－25－ 
 
図 2-6 で検出された主な吸収帯と帰属は、波数 1820-1760cm-1付近の帰属が C=O 伸縮振動（過
酸エステル,過カルボン酸,等）、波数 1734cm-1の帰属が C=O 伸縮振動（エステル）、波数 1700cm-
1付近の帰属が C-H 伸縮振動（芳香環）、波数 1650cm-1の帰属が C=O 伸縮振動（C=C 隣接 or OH
近接 C=O,等）、波数 1608,1583,1510cm-1の帰属が C=C（芳香環）、波数 1454cm-1の帰属が C-H 変
角振動（CH3基,CH2基）、波数 1379cm-1の帰属が C-H 変角振動（CH3基）、波数 1234m-1の帰属が









た結果を図 2-7 に示す。 
 
図 2-7 熱劣化樹脂の深さ方向での劣化進展度 
－26－ 
 

























光反射スペクトル特性として[2-7]、図 2-9 に示す計測装置で光反射率を測定した。 
 
図 2-9 光反射率の測定装置 
測定方法は、光源からエポキシ試料に光線を 45°で入射し、角度 0°の反射光強度を光ファ





ついて短波長成分を図 2-10、長波長成分を図 2-11 に示す。 
 



































器にはジャパンプローブ株式会社製 PR-100 を用いた。対向距離は 6.9mm として、発信器設定は
電圧 100V のパルス幅 250nsec、受信器の周波数フィルタ範囲は 0.5～5.5MHz とした。測定結果




図 2-13 超音波伝搬時間と質量減少の関係 
 
図 2-14 超音波出力強度と質量減少の関係 
 









量減少の関係を図 2-15、ショア硬度と質量減少の関係を図 2-16 に示す。 
 
図 2-15 ビッカース硬度と質量減少の関係 
 












を図 2-17 に示す。 
 









熱劣化度の計測装置として、図 2-18 に示す計測システムを開発した。 
 
図 2-18 熱劣化度の計測システム 











（現地計測装置）      （モールド変圧器の計測箇所） 





















































（３） 材料表面研磨と FTIR-ATR 分析により材料深さと各吸収帯のスペクトル強度の関係を
明らかにして、未劣化樹脂を示すスペクトル吸収帯（1510-1nm）の検出強度が残存す
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は金属材料 or 絶縁材料、空気循環有無とは放電空間が外気から開放 or 密閉、を示している。代
表的な電極系としては、内部にボイド状空隙を有する絶縁体を平板-平板電極間に挟んだ電極系、
絶縁体の上面に針電極を挿入して下面に平板電極を取り付けた電極系（CIGRE MethodⅠ電極）、


































ータ計測器は、放電パルス電流波形の周波数帯域から、3dB 上限周波数は 100MHz 以上で、サン
プリング周波数は 0.9GHz 以上、を要求仕様とした。センサは、電流計測用の広域高周波 CT と、
電圧計測用の電圧プローブを用いた。CT の周波数特性は、部分放電電流波形の周波数帯域から、




前節までの検討結果を元に、図 3-1 に示す各種部分放電モードを模擬した試料を製作した。     
 
 




シ樹脂（比誘電率 3.2）を使用した。各試料の寸法は、印加電圧 6.6kVrms 以下で安定した部分
放電が発生するように調整した。これらの PD 試料の詳細と電極分類を下記にまとめて示す。 
PD 試料 1:気中放電を模擬した針－平板モデル(開放型 MGM 電極) 
PD 試料 2:沿面放電を模擬した針－被覆平板モデル(開放型 MGI 電極) 
PD 試料 3:沿面放電を模擬した円筒絶縁物表面に箔導体を貼り付けたモデル(開放型 MGM 電極) 
PD 試料 4:ボイド放電を模擬した円筒絶縁物に内部空隙を設けたモデル(密閉型 IGI 電極) 
PD 試料 5:剥離放電を模擬した平板電極と円筒絶縁物に隙間を設けたモデル(開放型 MGI 電極) 
PD 試料 6:トリー放電を模擬した円筒絶縁物に針電極を埋め込んだモデル(密閉型 MGI 電極) 
3.3  部分放電試料の特性評価 
3.3.1 部分放電特性の測定方法 
部分放電測定の試験回路を図 3-2、試験状況を図 3-3 に示す。 
 
図 3-2 部分放電測定回路 
 








ンサ（仕様：静電容量 1000pF、電圧 DC40kV）と電圧プローブ（Tektronix 製、品名：P6015A、仕
様：帯域 DC～7.5MHz、静電容量 3.0pF、電圧 40kVpeak）を取り付けて検出した。電流波形は、試
験試料と直列に広域高周波 CT（Magnelab 社製、品名：CT-C5.0-BNC、仕様:帯域 4.8k～400MHz）
を取り付けて検出した。検出波形は、オシロスコープ（LECROY 社製、品名：Wavejet324A、仕様：
帯域 200MHz 以下、最高サンプリング周波数：2GHz）にて記録した。オシロスコープの設定は、
Φ-Q 特性測定時は Peak-hold 検出モード／サンプリング周波数 1.0GHz、部分放電電流測定時は







パルス発生装置と各種 PD 模擬試料について、印加電圧-放電電荷量特性（Φ-Q 特性）と部分
放電電流波形を図 3-4～10 に示す。 
 





図 3-5 電圧位相-電荷量特性と部分放電電流波形（気中放電試料） 
 
 
図 3-6 電圧位相-電荷量特性と部分放電電流波形（沿面放電試料 1） 
 
 
図 3-7 電圧位相-電荷量特性と部分放電電流波形（沿面放電試料２） 
 
 





図 3-9 電圧位相-電荷量特性と部分放電電流波形（剥離放電試料） 
 
 
図 3-10 電圧位相-電荷量特性と部分放電電流波形（トリー放電試料） 
 









図 3-4～10 の＜部分放電電流波形＞においては、同調式 PD 検出器と同期検出した電流波形を










ドによって異なることが知られている。各種 PD 試料の標準Φ-Q 特性として、実測したΦ-Q 特性
の 2,500 周期分(1 測定あたり 25 周期で 100 回測定)を重ね書きして、各位相での最大電荷量を
正規化プロットした図を図 3-11 に示す。 
 





る位相や電荷量が検出させる位相範囲を基に判断している。ここで、図 3-11 のΦ-Q 特性を辞書
データとして、異なる部分放電モードとの一致度を各位相での絶対値差分総和で評価した結果
を表 3-1 に示す。 
－49－ 
 
表 3-1 Φ-Q 特性の辞書データを用いた PD モード間の一致度評価結果 
 






各種 PD モードで実測した標準的な部分放電電流波形を図 3-12 に示す。 
 
図 3-12 各種 PD モードの部分放電電流波形 
－50－ 
 
図 3-12 に示した通り、PD 電流波形は余弦波減衰波形となることがわかった。この PD 電流波
形を考察するため、図 3-13 に示す PD 現象の等価回路モデル（Whitehead モデル）を用いた。 
 
図 3-13 PD 現象の等価回路モデル 
Whitehead モデルでは、部分放電が発生する試料を 3 つのキャパシタンスでモデル化する。
各キャパシタンスは、Cb は放電発生部位のキャパシタンス、Cc は Cb と直列成分のキャパシタン
ス、Caは Cc,Ccと並列なキャパシタンス、である。このモデルでは、PD 発生はスイッチ SW が ON
になることで表現され、Cbに蓄えられた電荷が放出される。放出された電荷は、試料内部では放
電発生部の抵抗 Rbと Ca,Ccでの閉回路電流となり、試料外部では試料自身および試料周辺の Lと
の RLC 共振電流となる。電流センサではこの RLC 共振電流を検出しており、PD 電流波形はスイ
ッチ SW による急峻な立ち上がりを持つ余弦波状の減衰振動波形になったと考察した。この PD 電




回数は PD 試料の等価回路定数と相関があり、PD モードを分類できる可能性があると考えた。こ





図 3-14 部分放電電流波形の周波数帯域と振動回数 

















蓄積していくことで、PD 電流波形だけでも PD モードやその進展度を識別できる可能性がある。 
－52－ 
 





手法におけるノイズ弁別性能を評価した。この PD 発生と計測を模擬したパラメータを表 3-2 に
示す。  




が、前節の測定結果から減衰余弦波形とすることが適切と判断した。よって PD 模擬波形 f(t)は
コサイン波形に三角波を乗じた下記式（3.1）とした。 
ｆ(t) ＝ A  Cos（2πft）×h(t) ・・・（3.1） 
（※1 h(t) =(D-t)／D 、ただし D＞0 かつ ｔ＜Dとｔ＞Dのときに h(t) ＝0） 
（※2 t：時間、A：振幅、f：周波数、D：減衰時間 ） 
PD 模擬信号は、波形形状は減衰余弦波形、周波数 fは 20MHz に固定し、振幅値と振動回数を
変数とした。各変数は、振幅値は 3条件（0.5，1.0，2.0）、振動回数は 4条件（1回, 2 回, 5





(振動回数：１回)              (振動回数：10 回) 










間波形と周波数特性を図 3-16～19 に示す。 
 
 
(時間波形)           （周波数特性） 




(時間波形)           （周波数特性） 
図 3-17 ガウスホワイトノイズの時間波形と周波数特性 
 
 
(時間波形)           （周波数特性） 
図 3-18 一様ホワイトノイズの時間波形と周波数特性 
 
 
(時間波形)           （周波数特性） 









PD 信号の計測方法として、サンプリング周波数と A/D 変換分解能と平均化処理点数を変数と
した。サンプリング周波数は 0.2、0.5、1.0、2.0GHz、A/D 変換分解能は 8、10、12bit、平均化
処理はなし、9点平均、23 点平均、とした。これらの計測条件による PD 検出波形の違いを図 3-
20～22 に示す。 
 
(0.5GHz)             （2.0GHz） 
図 3-20 サンプリング周波数と PD 検出波形の関係 
 
 
(8bit)             （10bit） 
図 3-21 A/D 変換分解能と PD 検出波形の関係 
 
 
(平均化処理なし)             （平均化処理あり） 
図 3-22 平均化処理と PD 検出波形の関係 
－56－ 
 
図 3-20 より、サンプリング周波数が高いほど、PD 電流波形は横軸（時間軸）方向に細かくデ
ータを取得できる。図 3-21 より、A/D 変換分解能が高いほど、PD 電流波形は縦軸（振幅軸）方
向に細かくデータを取得できる。図 3-22 より、平均化処理を行うことで、A/D 変換により生じ




変換、を用いた。各信号処理方法の評価パラメータを表 3-3 に示す。 
 













る[3-16,17]。設定パラメータは、基底 Wavelet4 種（Morlet, Db06, Db12, Bior3.7）とした。基底
Wavelet は、LabVIEW 内蔵の 43 種（Mexican-Hat, Meyer, Morlet, Daubechies02～14, Haar, 
Biorthogonal1.3～6.8, Coiflets1～5, Symlet2～8）から減衰余弦波形に近いものを選定した。




図 3-23 PD 信号とノイズ信号に対するデジタル信号処理結果 
図 3-23 では、上から＜PD 信号＋ノイズ信号＞＜PD 信号のみ＞＜ノイズ信号のみ＞、左から




理を行うことで、測定した波形から PD 信号成分のみを強調して抽出することができる。 
 
（5）ノイズ弁別性能の評価方法 




目標ノイズ弁別性能＝S/N 比 5.0 とした。ここで PD 発生有無の時間波形、FFT 波形、STFT 波形、





図 3-24 PD 発生有無での時間波形 
 
図 3-25 PD 発生有無での FFT 波形 
 
図 3-26 PD 発生有無での STFT 波形 
 
図 3-27 PD 発生有無での Wavelet 波形 
－59－ 
 
図 3-24 の時間波形では、Sが PD 信号の振幅値、Nがノイズ信号の振幅値である。この時間波
形の S/N 比が、信号処理前の S/N 比である。図 3-25～27 の FFT 波形と STFT 波形と Wavelet 波
形では、PD 信号の周波数帯である 20MHz±10%において、S が PD 信号＋ノイズ信号の振幅値、N
がノイズ信号のみの振幅値である。この S/N 比が、信号処理後の S/N 比である。 
 
（6）ノイズ弁別性能の評価結果 









(a) PD 信号の振幅値 
PD 信号の振幅値と S/N 比の関係を図 3-28 に示す。 
 
図 3-28 PD 信号の振幅値と S/N 比の関係 
 




(b) PD 信号の減衰振動回数 
PD 信号の減衰振動回数と S/N 比の関係を図 3-29 に示す。 
 
図 3-29 PD 信号の減衰振動回数と S/N 比の関係 
 






PD 信号の減衰振動回数と S/N 比の関係を図 3-30 に示す。 
 




有するノイズ信号ほど、信号処理後の S/N 比が高くならないと推察した。 
 
(d) サンプリング周波数 
サンプリング周波数と S/N 比の関係を図 3-31 に示す。 
 







(e) A/D 変換 
A/D 変換と S/N 比の関係を図 3-32 に示す。 
 
図 3-32 A/D 変換分解能と S/N 比の関係 
 
A/D 変換の分解能は、信号処理後の S/N 比にほとんど影響しない。これは A/D 変換によって




平均化処理と S/N 比の関係を図 3-33 に示す。 
 
図 3-33 平均化処理条件と S/N 比の関係 
 
平均化処理の有無は、信号処理後の S/N 比にほとんど影響しない。これは平均化処理によっ
て PD 信号波形は平滑な波形となるが、A/D 変換分解能と同様に、デジタル化の影響がでるほど




デジタル信号処理手法と S/N 比の関係を図 3-34 に示す。 
 
図 3-34  STFT の窓関数と S/N 比の関係 
信号処理手法では、FFT だけでは S/N 比をほとんど上昇されないが、STFT もしくは Wavelet
を用いることで S/N 比は 10 倍以上に上昇した。これは、測定データ範囲に対して PD 信号波形
が含まれる範囲はわずかであり、PD 発生領域に絞り込んだ信号処理が必要なためと推察した。
図 3－28～34 で示した条件でも、S/N 比の大きさは FFT＜Wavelet≒STFT となっている。 
 
(h) STFT の窓関数 
STFT の窓関数と S/N 比の関係を図 3-35 に示す。 
 
図 3-35  STFT の窓関数と S/N 比の関係 





(i) STFT の区切り時間幅 
STFT の区切り時間幅と S/N 比の関係を図 3-36 に示す。 
 
図 3-36 STFT の区切り時間幅と S/N 比の関係 
 
STFT の区切り時間幅は、短すぎると S/N 比が急激に低下する。これは STFT を実行する時間
幅に、PD 信号波形全体を含むことが必要であるためであると推察した。 
 
(j) Wavelet の基底既定関数 
Wavelet の基底関数と S/N 比の関係を図 3-37 に示す。 
 
図 3-37 Wavelet の基底 wavelet と S/N 比の関係 
 
Wavelet の基底関数は、S/N 比が Morlet＞Db06＞Db12＞Bior3.7 の順番となる。これは、今回




（７）ノイズ弁別可能な PD 信号と計測条件 




ワイトに固定して、PD 減衰振動回数とサンプリング周波数が S/N 比上昇率に及ぼす影響を表 3-
5,3-6 にまとめた。 
表 3-5 減衰信号回数とサンプリング周波数が S/N 比に及ぼす影響（STFT） 
 
表 3-6 減衰信号回数とサンプリング周波数が S/N 比に及ぼす影響（Wavelet） 
 
表 3-5 と表 3-6 より、減衰振動回数が 2 回以上の部分放電信号に対して目標ノイズ弁別性能
を得るためには、サンプリング周波数 0.5GHz 以上で測定し、“STFT”もしくは“Wavelet”によ
る適切な信号処理が必要である。この必要なサンプリング周波数とは、PD 波長に対して必要な
サンプリング数のことであり、対象とする PD 信号の周波数により異なる。今回の PD 信号の周波
数は 20MHz であり、サンプリング周波 0.5GHz であれば、1周期当たりのサンプリング数は 25 点
（＝0.5GHz÷20MHz）となる。よって、対象とする PD 信号の周波数に対して、サンプリング周波





組み込んだ計測システムを開発した。その測定システムを図 3-38 に示す。 
 
図 3-38 部分放電信号の現地計測システム 
本計測システムでは、HF帯(3～30MHz)の部分放電信号を検出することを目的としたことから、
センサの周波数帯域は 0.3～300MHz、計測器のサンプリング周波数は 750MHz 以上を要求仕様と
した。まず、部分放電電流を検出する広域高周波 CT として、Magnelab 社製 CT-C5.0-BN(-3dB 帯
域:4.8k～400MHz）を選定した。CT で検出した信号は、DC ブロックフィルタ(THORLABS 社製 EF500)
とハイパスフィルタ（THORLABS 社製 EF509）にて、周波数 1.8MHz 以下の信号成分を減衰させる。
アナログフィルタを介して、部分放電信号は FPGA ユニット（NI 社製 NI-7931＆NI-5771、仕様：
帯域 900MHz, 最大サンプリング周波数 1.5GHz、A/D 変換分解能 8bit）にて計測する。FPGA 内で
は、データ取得と並列してデジタル信号処理を行い、本装置ではサンプリング周波数 1.0GHz で
データ点数 256 点（256nsec）ごとに FFT を行っている。このデータ点数を区切った FFT 処理は、
－67－ 
 
3.4.1 節で述べた STFT と同じ信号処理であり、STFT の代わりにデータ点数を変更して Wavelet
を行うことも可能である。FPGA で計測したデータは、LAN 経由でタブレット PC から参照でき、
PD 信号の発生やレベル変化を監視できる。本現地 PD 計測装置を用いて、各種 PD 試料の部分放
電電流のノイズ除去を行った結果を図 3-39～45 に示す。 
 
図 3-39 部分放電電流に対するノイズ弁別結果（パルス発生器） 
 
 
図 3-40 部分放電電流に対するノイズ弁別結果（気中放電試料） 
 
 




図 3-42 部分放電電流に対するノイズ弁別結果（沿面放電試料２） 
 
図 3-43 部分放電電流に対するノイズ弁別結果（ボイド放電試料） 
 
図 3-44 部分放電電流に対するノイズ弁別結果（剥離放電試料） 
 
図 3-45 部分放電電流に対するノイズ弁別結果（トリー放電試料） 
－69－ 
 
図 3-39～45 より、全 PD モードに対して、PD 電流波形の時間波形を STFT 波形や Wavelet 波
形に変換することが出来る。この信号処理による S/N 比変化として、時間波形の S/N 比と信号処
理後の S/N 比の関係を図 3-46,3-47 に示す。 
 
図 3-46 時間波形の S/N 比と STFT 処理後の S/N 比の関係 
 
図 3-47 時間波形の S/N 比と Wavelet 処理後の S/N 比の関係 
 
図 3-46,3-47 より、時間波形での S/N 比が 1.3～6.2 に対して、STFT もしくは Wavelet 処理




















各モードの部分放電が 6kV 以下で安定的に発生する試料形状を示した。 








STFT もしくは Wavelet にて十分なノイズ弁別性能が得られることを示した。 
（５） 広域高周波 CT とアナログフィルタと RF スイッチと FPGA を組み込んだ部分放電検出
装置を開発して、部分放電信号をノイズ信号と弁別して現地計測することを可能とし
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分類されている。国内区分の ESDD 値は、一般地区が 0.01 以下、軽汚損地区が 0.01～0.03、中
汚損地区が 0.03～0.06、重汚損地区が 0.06～0.12、超重汚損地区が 0.12～0.35、特殊地区が
－74－ 
 
0.35 超過、となる。この時の NSDD 値は、汚損区分に関わらず 0.1mg/cm2（絶縁物表面にとの粉
が一様付着したとする換算値）としている。これに対して IEC 規格では、碍子の汚損設計ガイド
を規定した IEC60815 が 2008 年に改定され、NSDD の影響も考慮した区分がなされている。基本
的な考え方としては、従来の ESDD 値による汚損区分に対して、NSDD が大きい場合に汚損区分の
レベルを上げる、というものである。NSDD 値が十分に小さい条件における IEC 区分の ESDD 値
は、「a:Very light」が 0.01 以下、「b:Light」が 0.01～0.03、「C:Medium」が 0.03～0.1、
「d:Heavy」が 0.1～0.35、「e:very Heavy」が 0.35 超過、となる。ここで、代表的な受配電盤
の使用環境について、日本国内の汚損区分と使用環境で分類したグラフを図 4-1 に示す。 
 
 






ルは、通常使用される一般地区の最高値である ESDD = 0.01、通常使用よりも汚損レベルが一段


















とし、その代表的な絶縁特性を表 4-1 に示す。 




ラスエポキシがベークライトの約 4,000～150,000 倍、貫通破壊電圧は両材料でほぼ同じである。 
次に汚損レベル評価手法には筆洗い法を用いて[4-3]、各材料で縦 100mm×横 100mm×厚さ 3mm
の板材を作製して、ESDD 値を評価した。この絶縁板材は、汚損液中に 1 分間浸した後に、引き









表 4-2 汚損液と汚損レベルの関係 
 
 




















図 4-3 汚損模擬試料の母材形状 
 
 
図 4-4 汚損模擬試料母材の外観写真 
－78－ 
 
汚損模擬試料の母材は、縦 50mm×横 200mm×厚さ 10mm の絶縁プレートに、M10 貫通穴を 2箇
所設けた形状とした。貫通穴の中心位置は、プレート中心から横方向対称に電極間距離 L＋
25[mm]離した位置である。貫通穴には、上側から M10 の金属ボルト（ステンレス）に角ワッシャ
（縦 25mm×横 25mm×厚さ 2.0mm で角部が R=3.0mm）を嵌めて挿入し、下側からナットで固定し
た。この試料の形状パラメータは電極間距離 L とし、JEM1103「制御機器の絶縁距離」を基準に
寸法を設定した。JEM1103 規格より、使用頻度が最も高い 6.6kV クラスの最小沿面距離 90mm で
ある。この 90mm を基準 L 値として、沿面距離が 50％減の 60mm と 50%増の 120mm の計 3 条件を
選定した。 










図 4-5 汚損模擬試料の汚損分布 
 






プを剥がして未汚損部を生成した。未汚損部の幅 g は、一様な汚損分布として g＝0mm、未汚損
部が残存する汚損分布として g＝0.5, 1.0, 1.5mm の計 4条件とした。  
以上より、全ての試験条件をまとめると下記表 4-3 になる。 
表 4-3 汚損模擬試料の条件一覧 
 






4.3  汚損劣化試料の特性評価 
4.3.1 部分放電電圧の測定方法 
汚損模擬試料の部分放電電圧測定方法として、部分放電の試験回路と試験手順を記述する。
まず、試験回路を図 4-7、試験装置写真を図 4-8 に示す。 
 
図 4-7 汚損模擬試料の部分放電試験回路 
 
(電圧制御／測定装置部)         （部分放電測定部）  


























調湿方法では、まず試験試料を固定用碍子（6kV 屋内用）に取り付けて、調湿 BOX(サイズ 700
×500×500mm)の中に配置する。調湿 BOX は、塩化ビニル樹脂製のフード構造で、空気用と電圧


















そこで、明確に部分放電を判別できる基準を 1.0pC と判断し、1.0pC 以上のパルス信号が繰り返
し発生した電圧を部分放電電圧とした。また、部分放電の発生箇所を確認するため、一部条件で
は放電発光画像も撮像した。（なお、 試験電圧上限の 15kV で部分放電が発生しなかった条件に





4-4、代表的な条件の放電発光画像と印加電圧－部分放電波形を図 4-9～12 に示す。 




図 4-9 部分放電特性（条件：ベークライト, L＝90mm, 導電汚損、g＝1.0mm、湿度 43％） 
 
図 4-10 部分放電特性（条件：ベークライト、L＝90mm, 軽汚損、g＝1.0mm、湿度 43％） 
一般汚損 軽汚損 導電汚損 一般汚損 軽汚損 導電汚損
0.0mm 23.05 20.79 0.00 9.31 5.02 0.00
0.5mm 7.23 4.20 1.57 3.38 1.85 1.67
1.0mm 9.59 5.97 2.06 4.88 2.35 1.99
1.5mm 12.28 7.91 2.36 5.81 3.89 2.35
0.0mm 26.59 23.62 0.00 10.62 7.92 0.00
0.5mm 10.86 5.18 1.58 3.90 1.90 1.60
1.0mm 12.42 6.65 2.05 5.36 2.43 2.08
1.5mm 14.13 8.91 2.38 6.28 4.24 2.45
0.0mm 33.23 29.42 0.00 12.56 11.06 0.00
0.5mm 10.28 6.10 1.60 4.29 1.88 1.57
1.0mm 13.80 9.28 2.09 5.76 2.43 2.05
1.5mm 16.12 12.43 2.47 6.80 4.62 2.43
0.0mm 21.35 17.11 0.00 8.29 5.37 0.00
0.5mm 7.07 3.83 1.63 4.43 1.88 1.61
1.0mm 8.32 5.13 2.02 4.71 2.26 2.11














図 4-11 部分放電特性（条件：ガラスエポキシ、L＝90mm, 軽汚損、g＝1.0mm、湿度 43％） 
 
図 4-12 部分放電特性（条件：ベークライト、L＝90mm, 一般汚損、g＝1.0mm、湿度 43％） 
（※ 部分放電発光画像は、数 100pC レベルの部分放電が発生した状態で撮像） 
















分放電電圧、としたグラフを図 4-13 に示す。 
 
 









電極間距離 L=60，90,120mm について、横軸に電極間距離 L以外の条件、縦軸に部分放電電圧、
としたグラフを図 4-14 に示す。 
 
 









電電圧、としたグラフを図 4-15 に示す。 
 
 


















部分放電電圧、としたグラフを図 4-16 に示す。 
 
 










フを図 4-17 に示す。 
 
 









4.4  汚損劣化の現地計測技術 
4.4.1 汚損状態における部分放電電圧の推定技術 
4.3 節より、屋内汚損沿面の部分放電は局所的な未汚損部（高抵抗帯）で発生し、その部分放














＋未汚損部の表面抵抗率 ×未汚損幅   （4.1） 
式（4.1）で求めた各汚損条件の電極間抵抗値と部分放電電圧の関係を図 4-18 に示す。 
 









次に、汚損部と未汚損部の抵抗比と部分放電電圧の関係を図 4-19 に示す。 
 



























    表面抵抗率
ρH:高抵抗部の
    表面抵抗率  










        (4.2) 
式（4.2）の係数 m は、湿度に依存して 0.1～1.0 の値を持つ変数とした。湿度が高くなるこ
とで、汚損面の抵抗分布は均一となり、抵抗値が下がることで等価回路も固有容量の影響が無視














（ギャップ長 0.1mm 以下の範囲）      （ギャップ長 0～50mm の範囲） 
図 4-21 大気圧雰囲気におけるギャップ長と放電電圧の関係 
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図 4-23 高湿度表面抵抗の現地測定装置写真 
 
 


























高湿度生成部は、市販品の可搬キャリー（幅 300mm, 高さ 370mm, 奥行 300mm）の内部に高湿
度空気容器（10L 用 PE タンク幅 230mm, 高さ 230mm, 奥行 280mm）と循環ポンプ（ダイアフロム
式、排出空気量 25L/min 幅 115mm, 高さ 93mm, 奥行 115mm)を組み込んだ。可搬キャリー内部は、
4 本の支柱（高さ 280mm）を底面にねじ止めし、その上に架台（エポキシプレート幅 280mm, 高
さ 50mm, 奥行 230mm）を取り付けた。架台の下に高湿度空気容器を配置し、架台の上に循環ポン

































手順を図 4-26 に示す。 
 









次に、円筒面測定用センサの構成を図 4-27 に示す。 
 


































例を図 4-29 に示す。  
  
(a) 数値入力画面             (b) 未汚損幅 g に対する部分放電電圧 
図 4-29 汚損沿面における部分放電電圧の推定例 
 











測定値 ⇒ 汚損時抵抗率 1.00E+03 Ω・㎜
清掃後の抵抗率 1.00E+05 Ω・㎜
評価結果 ⇒ 部分放電電圧 13.6 ｋＶｐｅａｋ
－99－ 
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